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できるまち～ 

 

 

 

 

 

 
 

甲賀市 

【資料２】 



 

<目次> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● はじめに  

● 第１章 基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

  １ 目的 

  ２ 位置づけ 

● 第２章 協働の背景 ～今、なぜ協働が必要か～・・・・・・・・・ ２ 

１ 社会情勢の変化 

  ２ 地域課題の多様化・複雑化 

  ３ 市民公益活動の広がり 

  ４ 地方分権の進展 

● 第３章 協働の課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

１ 市民と行政の意識に関する課題 

  ２ 情報の共有と相互理解に関する課題 

  ３ 市民活動の基盤に関する課題 

  ４ 市民自治に関する課題 

  ５ 協働のしくみと推進体制に関する課題 

● 第４章 協働の理念 ～協働を進める時の考え方～ ・・・・・・・・ ７ 

１ 協働によるまちづくりの理念及び目指すまちの姿 

  ２ 協働の基本姿勢 

  ３ 協働の原則 

  ４ 協働の形態 

  ５ 協働のパートナーとそれぞれの効果 

● 第５章 協働のアクション ～協働によるまちづくりを推進するために～・・１４ 

アクション１ 人づくりと推進体制  ～学ぶ、育む～ 

  アクション２ 活動基盤の整備    ～支える～ 

  アクション３ 市民自治の強化    ～築く～ 

  アクション４ 協働のしくみづくり  ～つながる～ 

 



 

はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 第１章 基本的な考え方 

 

 

  
 

 本指針は、甲賀市まちづくり基本条例（平成２８年３月２９日施行）の理念を具現化し、

この条例の実効性を高めるための仕組みや施策を定め、市民と行政が協働によるまちづ

くりを総合的・計画的に進めることを目的として策定されました。 

 

 

         

 

 第 2 次甲賀市総合計画（平成２９年６月策定）に掲げる協働のまちづくりの基盤強化

の考えのもと、甲賀市まちづくり基本条例に基づき、本指針を策定しています。 

 今後、本指針に掲げる協働の理念及び具体的な施策により、協働によって各分野別計画

の実効性を高め、本市のまちづくりを推進することとなります。 
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甲賀市まちづくり基本条例

（仮称） 甲賀市協働のまちづくりの指針 

２ 

わたしたちは「みんながつくる住みよ
さと活気あふれる甲賀市」を目指して、
この憲章を定めます。 
 
 あふれる愛に   あなたも仲間 
 いろどる山河と  生きいき文化 
 こぼれる笑顔に  応える安心 
 うみだす活力   受けつぐ伝統 
かがやく未来に  鹿深の夢を 

市民、議会及び市長等は、ま
ちづくりの担い手として、自ら
輝く未来のために次に掲げる本
市のあるべき姿を考え、その実
現に向けて行動します。 
 
（１）誰もが等しく個人として
尊厳及び権利が守られるまち 
（２）それぞれの地域の特性を
生かしながら、時代の変化に対
応できる活力のあるまち 
（３）誰もが地域で社会生活を
営み、互いに支え合って安心し
て暮らすことが できる福祉のい
きとどいた住みよいまち 

●対話による協働の推進 
・地域づくりのあらゆる場面で、市民、企業、事業所、議会及び行政が、連携、協力し、対等な立場で
共に議論し、共に歩む「対話による協働」を推進します。 
・市民自治を追求し、チャレンジする市民の「行動力」を応援します。 
・さまざまな課題の解決に向けたコミュニティ活動に対し、その活動が自立したものとなる よう支援し
ます。 

位置づけ 

１ 目的 
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第２章 協働の背景 ～今、なぜ協働が必要か～ 

 

 

 

 

我が国では、少子高齢化や人口減少等の様々な社会構造の変化に直面しています 

本市においても生産年齢人口の減少等による税収の減少や社会保障費が増大するなど、 

受益と負担のバランスが崩れ、従来の公共サービスの維持が困難になっています。その 

ため、より効果的に公共課題を解決する方策が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済発展や情報通信技術の高度化、グローバル化の進展により、個人の生活様式や

価値観が大きく変化し、地域課題が多様化、複雑化しています。こうした中、行政によ

る公平で画一的なサービスでは、必要な人へのきめ細かな支援が難しく、また、財政負

担の増大や組織の肥大化を招くことになり、質・量的にも限界に達してきています。今

後ますます増大する地域課題に対応するためには、行政だけでなく、地域の多様な主

体が参加・協力して支えあう社会のしくみが求められています。 

  

 

１ 社会情勢の変化 

地域課題の多様化・複雑化 ２ 
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（単位：億円、％）

市税 142 144 145 145 146 147 147 148

譲与税・交付金 35 36 36 37 37 38 38 38

地方交付税 65 66 68 69 68 68 68 68

国県支出金 68 73 73 72 75 76 78 80

繰入金 3 3 4 3 3 3 3 3

うち　住みよさ基金分 0 0 0 0 0 0 0 0

うち　財調基金分 0 0 0 0 0 0 0 0

市債 25 40 42 20 22 22 22 22

うち　臨時財政対策債 18 18 19 19 19 19 19 19

その他 19 19 18 18 18 18 18 18

357 381 386 364 369 372 374 377

人件費 76 76 76 76 76 77 77 77

扶助費 67 70 72 75 78 80 83 87

公債費 41 46 49 48 47 43 41 39

うち　臨時財政対策債 17 17 18 18 18 17 17 17

物件費 60 60 60 60 60 60 60 60

補助費等 69 68 68 67 66 66 66 66

投資的経費 28 47 47 18 22 24 22 22

繰出金 31 32 33 35 36 37 38 38

その他 16 16 16 15 15 15 15 15

388 415 421 394 400 402 402 404

▲ 31 ▲ 34 ▲ 35 ▲ 30 ▲ 31 ▲ 30 ▲ 28 ▲ 27

4 2 2 2 2 1 1 1

▲ 27 ▲ 32 ▲ 33 ▲ 28 ▲ 29 ▲ 29 ▲ 27 ▲ 26

　財政収支見通し （普通会計）

平成33年度

財源調整のための基金取崩額
　（ｄ）

充当後の財源不足額
　（c）+（ｄ）

平成40年度

歳

入

歳入合計（ａ）

歳

出

歳出合計（ｂ）

財源不足額
　（ｃ）=（a）-（ｂ）

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度

〇甲賀市 中長期財政計画（抜粋）（平成３１年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来から地域に根ざした活動を継続している区・自治会、より大きな地区の課題解

決に向けた活動を行っている自治振興会、様々なＮＰＯやボランティア、事業者等に

よる公益活動が広がりをみせています。幅広い分野の活動主体の増加により、地域の

改題解決に大きな役割を果たすことが期待されています。今後も地域の課題や特性に

応じたきめ細かな市民の公益的な活動が行われることが、市民の安全・安心な暮らし

を支えることにつながり、こうした活動の活発化がますます求められます。 

 

甲賀市における主な市民活動団体数 

 

資料：甲賀市 

資料：甲賀市 

資料：滋賀県認証団体数 

資料：甲賀市社会福祉協議会ボ  

ランティアセンター登録数 

 

 

項目 団体数 

区・自治会 ２０３団体 

自治振興会 ２３団体（２５団体） 

ＮＰＯ法人 ３２団体 

ボランティアグループ ２１５団体 

市民公益活動の広がり ３ 
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7.1

39.1

37.9

12.1

3.8

6.6

41.3

37.3

11.8

3.0

7.2 

35.9 

42.0 

11.8 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

積極的に参加している

なるべく参加している

参加していない

活動自体を知らない

不明・無回答

R1調査 N=1,184
H30調査 N=1,127
H29調査 N=1,241

 

 

 

地方分権が進展し、地方自治体の権限・裁量は拡大していますが、地方自治体は、自

らの判断と責任で地方の実情に合ったまちづくりを行うことが求められています。ま

た、今後、個性豊かでより良い地域社会を実現していくためには、身近な暮らしの問題

や地域の課題解決のために市民自らが積極的にまちづくりに関わる市民自治の充実が

求められています。 

 

〇甲賀市市政に関する意識調査（抜粋）（令和元年度） 
 

Ｑ．あなたは、自治振興会の活動に参加されていますか。 

○自治振興会の活動への参加状況は、「なるべく参加している」が39.1％で最も多くなっている

が、前回（41.3％）と比較すると低くなっている。「積極的に参加している」（7.1％）と合わせ

た『参加』の割合は46.2％で、こちらも前回（47.9％）よりもわずかに低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方分権の進展 ４ 
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第３章 協働の課題  

 

 

 

 

  市民と行政は、お互いの立場でまちづくりを進めていますが、協働に対する理解と

意識がまだまだ不足している状況にあります。行政職員は地域の課題や市民ニーズの

把握に努め、市民とともに解決していこうとする意識が必要です。また、市民も自ら

地域課題の解決に向けて取り組む意識が必要です。 

 

 

 

 

  行政は、まちづくりに関する数多くの情報を持ち、様々な方法で提供しています

が、市民にとって必要な情報が的確に伝わっていません。また、市民も独自の情報や

知恵を持ちながら、うまく発信できていない状況にあります。市民と行政、市民同士

が連携を深めるためには、それぞれの情報を発信し、共有できるしくみや環境を整備

することが必要となっています。また、市民と行政ではそれぞれの果たす役割、特

性、立場や行動原理など、様々な違いがあります。協働を進めるためには、それぞれ

の違いを認識し、相互に理解し合って信頼関係を築くことが求められています。 

 

 

 

   

  公益活動を担う市民活動団体の運営はぜい弱であることが多く、不安定な活動資金 

やリーダーの高齢化、活動場所の不足等が課題となっています。協働によるまちづく 

りを推進する市民活動を継続していくためには、行政に限らず、民間等の助成金や基

金等の資金確保が必要です。また、市民活動の担い手やリーダーの育成、活動拠点の

整備など、市民活動を促進するための基盤強化が求められています。 

 

 

 

 

  区・自治会等の地域コミュニティは、最も身近な生活共同体として機能していまし

たが、近年、区・自治会加入率の低下、少子高齢化による組織の弱体化が進みつつあ

ります。一方で、合併後の本市では、新たな地域自治組織として２３地区に自治振興 

会が設立され、地域課題の解決と地域の個性を活かしたまちづくりに取り組まれてい 

 

１ 市民と行政の意識に関する課題 

２ 情報の共有と相互理解に関する課題 

市民活動の基盤に関する課題 ３ 

市民自治に関する課題 ４ 
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ます。 

 今後、地域の個性を活かしたまちづくりをさらに進めていくためには、区、自治

会、各種団体、ＮＰＯ等の地域活動に関わる多様な主体が自治振興会に参画して、相

互に連携・協力することで地域包括的な取り組みを進めることが必要です。そして、

地域共同管理の担い手、行政との協働のパートナーとしてまちづくりを進める新しい

地域自治のしくみを構築することが求められています。 

 

 

 

   

  行政が計画を策定したり実施するプロセスにおいて、市民が参画する機会は限られ

ています。また、行政の情報発信だけでは、参加する方法が分からないという意見も

あります。行政には、市民が参画・協働しやすい環境をつくっていくことが求められ

ています。 

  多様化、複雑化する地域課題を解決するには、行政サービスや従来のボランティア

活動だけでは限界があります。今後は、地域課題を解決する活動をビジネスチャンス

につなげる視点から、地域の事業者等を中心に分野を超えた連携を促進する必要があ

ります。また、このような連携を生み出すために必要な多分野の活動を支援しコーデ

ィネートする機能や交流の場が不足しており、市民、事業者、行政の多様な主体をつ

なぐ中間支援組織の体制強化が必要です。 

  また、地域課題の中には、行政の１つの部局で対応することが困難な事例があり、

行政の縦割り組織における部局間の連携不足が対応に支障をきたす場合があります。

また、各種行政計画において、多様な主体の役割と責任が明確にされておらず、さら

には、それをコーディネートして協働によるまちづくりを推進する人材も不足してい

ます。重層化・複雑化する地域課題に対応するには、部局間を横断的につなぐしくみ 

 づくりが求められています。また、市民と行政の協働を推進するためには、多様な主

体をつなぐコーディネーターの育成が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働のしくみと推進体制に関する課題 ５ 



- 7 - 

第４章 協働の理念 ～協働を進める時の考え方～ 

 

 

 

 

甲賀市まちづくり基本条例において、まちづくりの基本理念及び目指すまちの姿を

次のように定めています。 

【甲賀市まちづくり基本条例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この理念及び目指すまちの姿に基づき、市民一人ひとりが協働を具体的にイメージ 

できるよう、次のとおりスローガンを定め、協働によるまちづくりを推進することとし 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 市民と行政が知恵と力を合わせて協働によるまちづくりを推進していくためには、

次の基本的な姿勢が必要です。 

 

 

 

協働によるまちづくりの理念及び目指すまちの姿 １ 

（まちづくりの基本理念） 

第３条 本市のまちづくりは、甲賀市市民憲章の理念に基づき推進します。 

（目指すまちの姿） 

第４条 市民、議会及び市長等は、まちづくりの担い手として、自ら輝く未来

のために次に掲げる本市のあるべき姿を考え、その実現に向けて行動しま

す。 

（１） 誰もが等しく個人として尊厳及び権利が守られるまち 

（２） それぞれの地域の特性を生かしながら、時代の変化に対応できる活力 

のあるまち 

（３） 誰もが地域で社会生活を営み、互いに支えあって安心して暮らすこと

ができる福祉のいきとどいた住みよいまち 

スローガン検討 

協働の基本姿勢 ２ 
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①自ら行動する姿勢 ～まちづくりの担い手という意識がありますか？～ 

自らがまちづくりの担い手であるということを自覚して、市民も行政も相互に依存し 

すぎることなく、それぞれのできることやすべきことを考えながら行動することが大切

です。また、市民と行政はそれぞれの役割を認識し、責任を持って、行動することが大切

です。 

 

②つながりあう姿勢 ～つながりあって、新たな発想で考えていますか？～ 

一人ひとりの個性や多様性を尊重し、分野・立場を超えた多様なつながりを創ることに

よって、相互に新しい可能性を生み出し育てることが大切です。つながりから新たな発想

が生まれ、相乗効果が得られることがあります。また、協働を通じてお互いに成長するこ

とも大切です。 

 

③地域に対する想いを持つ姿勢 ～地域を愛していますか？～ 

甲賀市には各地域に素晴らしい自然・文化・歴史、人の絆があり、地域への愛着や誇り

を持って活動している人がたくさんいます。こういった「甲賀市のことが好き」「このま

ちに住み続けたい」という地域を愛する想いを持って、甲賀市の自然・文化・歴史等の魅

力を再認識し、未来を見据えたまちづくりに取り組むことが大切です。 

 

 

 

 

 市民と行政は協働のパートナーとして、次の原則に基づき、協働の取り組みを進めま 

す。 

 

①まちづくりの主体として自立及び自律していること 

 市民と行政は、まちづくりの主体として依存や癒着関係に陥ることなく、自立してそ  

れぞれの力を十分に発揮し合うとともに、主体性や独自性、専門性を高め合い、お互い  

に決まりごとを守って自律的に行動することが大切です。 

 

②行政は、市民活動の自主性を尊重すること 

 公共的課題に対して、自発的・弾力的・機動的に対応できるといった市民活動の持つ 

長所を活かすことが大切です。そのため、市は市民活動の自主性を尊重することが必要 

です。 

 

③協働に当たっては、対等の立場であること 

 協働で課題を解決するためには、双方が対等の関係であることが大切となります。上 

下の関係ではなく横の関係で、それぞれの役割があることをお互いに認識し、各々の意  

思に基づき協働することが基本となります。 

 

協働の原則 ３ 
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④対話し、理解し合い、補い合うこと 

 対話することで市民と市がそれぞれの立場、特性や行動原理を理解し合い、お互いを 

尊重することが大切です。お互いに弱みを補い強みを活かすことで、単独ではできなか 

ったことも実現可能となります。お互いさまという気持ちを持って、理解し合い、顔の 

見える信頼関係を築き、助け合うことが大切です。 

 

⑤協働の目的、過程、成果を共有すること 

 市民と行政がよきパートナーとして協働するときに、まずは地域が何に困っている 

かという「課題」を共有する必要があります。そして、協働して達成しようとする「目 

的・夢」、企画し実施する「過程」、実施後の「成果」を双方が共有することが大切です。 

 

⑥相互に情報を公開し、共有すること 

 協働で事業を行うときには、常にお互いの情報を公開し、共有するとともに、実施す 

る過程や内容の透明性を高めて取り組むことが大切です。 

 

 

 

 

 市民と行政の協働に当たっては、様々な形態が考えられます。事業の目的、内容やパ 

ートナーに応じて、効果的な形態を選択することが大切です。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働の形態 ４ 

共催は、市民と行政がともに主催者となって一つの事業             

を行う形態です。実行委員会・協議会等は、市民と行政が実

行委員会を構成して主催者となって事業を行う形態です。 

 

共催 

実行委員会・協議会 

【効果・特徴】 

 企画段階から話し合い、役割・責任分担を明確にして事業を実施できる。 

【具体的事例】 

 ・甲賀市民体育大会 ・あいの土山斎王群行実行委員会  等 

 
市民が実施する事業の趣旨に賛同して、行政が名を連ねることで

支援する形態です。 

 

後援 

【効果・特徴】 

 事業に対する理解、関心や社会的信頼を増すことができる。 

【具体的事例】 

 ・かふか２１子ども未来会議  ・甲賀エコフェスティバル  等 
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市民と行政が互いの特性を活かして、一定期間協力し合い

ながら事業を行う形態です。 

 

事業協力・協定 

【効果・特徴】 

 お互いのできる範囲で得意分野に注力して、双方の特性を発揮した事業ができる。 

【具体的事例】 

 ・河川愛護事業  ・大学との包括連携協定  等 

 

市民の行う公益性のある事業に対して財政的な支援を行う

形態です。 

 

補助・助成 

【効果・特徴】 

 市民活動が充実する。市民活動の自主性・自立性が尊重される。 

【具体的事例】 

 ・市民協働事業負担金  ・木の駅プロジェクト支援事業  等 

 

企画立案に市民が参画し、多様な意見、提案を政策・事業に

反映させる形態です。 

 

企画立案への参画 

【効果・特徴】 

 行政とは異なる立場・視点から、柔軟な発想を取り込んだ計画ができる。市 

民の市政への参画意識が生まれる。（審議会、委員会、パブリックコメント等 

を含む。） 

【具体的事例】 

 ・総合計画審議会  ・行政改革推進委員会  等 

 

委託は、行政が責任を持って担う事業を市民の特性を活か

してより効果的に行うことを目的とした形態です。指定管理

は、市民の特性を活かして公共施設の管理・運営を行う形態

です。 

委託・指定管理 

【効果・特徴】 

 行政にはない専門性、柔軟性が期待でき、市民ニーズに合ったきめ細かなサービス 

提供が可能となる。 

【具体的事例】 

 ・立命館大学連携・調査業務委託  ・児童クラブ管理運営（指定管理）  等 
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協働を効果的に進めるには、事業の目的や相手に求める役割に最も適したパートナ

ーを見つけることが必要です。 

 

 

 

 

 

●区・自治会 

地縁と共助の精神に基づいて自主的に組織された基礎的な地域自治組織で、住民同 

士の交流や区域内の防災・防犯、環境美化、健康福祉等の活動を行っています。地域性、  

日常性、相互扶助性等の特徴があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎協働の領域について

『時代が動くとき』（山岡義典著  ぎょうせい  1999年）をもとに作成

公共的活動（公共サービス）

協働にふさわしい領域

【Ａ】市民主体 【Ｂ】市民主導 【Ｃ】対　等 【Ｄ】行政主導 【Ｅ】行政主体

　　　民間主体 　　　民間主導 　　　市民・行政

市民が、主体性と責
任をもって行う領域

市民の主体性のも
と、行政の協力に
よって行う領域

市民と行政が、それ
ぞれの主体性のも
と、連携・協力して
行う領域

行政の主体性のも
と、市民の参加・協
力を得ながら行う領
域

行政が、主体性と責
任をもって行う領域

補助・助成 共催 委託 

後援 実行委員会 指定管理 事業協力等 

協働の形態 

協働のパートナーとそれぞれの効果 ５ 

市内に、住む・働く・学ぶ・市民活動を行う人など、日常生活で 

地域と関わる人です。市民一人ひとりはまちづくりの主役であり、 

様々な協働の原動力となります。 

市民 

【協働の効果】 

 ◎区・自治会は多様な主体との協働により、身近な住民生活に必要なきめ細やか 

な事業が可能となり、住民主体による暮らしやすい地域社会を形成することが 

できます。 

◎区・自治会と協働することにより、身近で日常的な課題が顕在化し、新たな課題 

やニーズへの対応が可能になります。 
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 ●自治振興会 

  市内の２３地区において多様な主体が参加して構成する地域自治組織で、区・自治会 

より大きな地域の課題解決や地区の個性を活かした活動を行っています。地域性、多様 

性、継続性、機動性等を特徴としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 ●ＮＰＯ，ＮＰＯ法人、ボランティア団体等（ＮＰＯ等） 

  営利を目的とせず、不特定多数の利益の増進を目指して活動しています。自主性、専 

門性、機動性、先駆性等の特徴があります。ボランティアの集まりから、有給スタッフ 

をかかえる団体まで、活動の規模や対象は様々です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●事業者 

多くの事業者は、豊かな社会を実現するために存在しており、市民活動団体や行政

と連携した公益活動を行っている事業者も増えています。自発性、機動性、専門性、先

駆性などの特徴があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【協働の効果】 

 ◎自治振興会は多様な主体との協働により、各地区の個性を活かしたまちづくりが可 

能となり、地域への帰属感の醸成や住民自治の進展につなげることができます。 

◎自治振興会と協働することにより、広域的な公共サービスに担い手として地域の信 

頼度が増すとともに、新たな課題やニーズへの対応が可能になります。 

 

【協働の効果】 

 ◎ＮＰＯ等は多様な主体との協働により、自らの社会的使命をより効果的に実現する 

機会が増え、社会的認知度が高まり、活動の場を広げることができます。 

◎ＮＰＯ等と協働することにより、地域課題への問題意識が強まり、まちづくりへの 

参加が促進されます。 

 

【協働の効果】 

 ◎事業者は多様な主体との協働により、福祉・産業・防災・環境等に関する地域課題 

やニーズに対応することで、社会貢献の機会が増すとともに、事業参入や新しいビ 

ジネスモデルの確立など、ビジネスチャンスを拡大することができます。 

◎事業者と協働することにより、事業者のもつ専門的な知識や技術など質の高いサー 

ビスをまちづくりに活かすことができます。 
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高度で専門的な知識を有し、地域政策づくりや地域教育への取り組

み、教育・研究機関の持つ技術や特許を地域産業に還元する取り組み

も行われています。自発性、専門性、先駆性等の特性を持っています。 

地域と関わる人です。市民一人ひとりはまちづくりの主役であり、 

教育・研究機関 

【協働の効果】 

 ◎教育・研究機関は多様な主体との協働により、地域の一員として活動し、地域に 

愛される教育・研究機関になります。 

◎教育・研究機関と協働することにより、地域内外の学生や若者による地域に密着し 

た活動が、住民にとって地域の魅力の再発見につながり、より良い地域づくりの 

「きっかけ」になります。 

 

一般的にすべての市民が公平・平等に受益者となるようなサービス

を原則とし、多様な分野の公共サービスを担っています。 行政 

【協働の効果】 

 ◎行政は多様な主体との協働により、ノウハウを行政施策に取り入れ、きめ細やか 

で、市民ニーズに沿った行政サービスを提供することができます。また、市民の 

考え方や活動に直接触れることが、職員の意識改革や資質向上につながります。 

◎行政と協働することにより、様々な側面で活動基盤が安定するとともに、団体や 

その活動に対する信頼性、理解や社会的認知度が高まるという効果が期待できます。 
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第５章 協働のアクション～協働によるまちづくりを推進するために～ 

 

甲賀市協働のまちづくりの指針の体系 

協働によるまちづくりを推進するために、第４章までの協働の課題や協働の基本姿

勢などを踏まえて様々な取り組みを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働の要素 協働の課題 

● 協働の基本姿勢 

・自ら行動する姿勢 

・つながり合う姿勢 

・地域に対する想いを持つ姿勢 

● 協働の原則 

・自立及び自律していること 

・市民活動の自主性を尊重すること 

・対等の立場であること 

・対話し、理解し合い、補い合うこと 

・目的、過程、成果を共有すること 

・相互に情報を公開し、共有すること 

● 協働の形態 

・共催 

・実行委員会・協議会 

・後援 

・事業協力・協定 

・補助・助成 

・企画立案への参画 

・委託・指定管理 

● 協働のパートナー 

・市民（個人） 

・市民活動団体 

・事業者 

・教育・研究機関 

・行政 

● 市民と行政の意識に関する 

課題 

・協働の意識不足 

・市民と行政の相互依存 

● 情報の共有と相互理解に関

する課題 

・情報共有の不足 

・相互理解の不足 

● 推進体制に関する課題 

・行政内部の連携不足 

・市民と行政の連携不足 

● 市民活動の基盤に関する課

題 

・人材、資金等の不足 

・活動拠点の不足 

● 市民自治に関する課題 

・人のつながりの希薄化 

・地域コミュニティの弱体化 

● 協働のしくみに関する課題 

・協働のしくみの未確立 

・つなぎ役の不足 
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協働という手段が、より有効に機能するためには、多様な主体や推進体制を「育む」 

視点が重要です。行政は、協働に関する理解を深めるために職員研修を実施すると 

ともに推進体制を整備します。職員と市民は、地域や市民活動に積極的に参加し、実 

践を通して地域課題の解決に向けて意識改革を図ります。 

 

人材育成と意識改革 

項 目 内   容 主 体 

職員の意識改革 ・協働マニュアルを用いた職員研修 

・協働の視点での事業構築 

市 

協働を理解するため

の取り組み促進 

・協働セミナーの開催 

・条例等の周知、学習 

・協働をテーマにした出前講座の開催 

市、市民活動団体、

事業者 

若い世代のまちづく

りへの参加促進 

・若者が学び、実践できる事業の実施 

・若者に向けた情報発信 

・大学、研究機関との連携 

市、市民活動団体、

事業者 

地域リーダーの発掘

及び育成 

・地域人材として、定年退職された方や経営

者、主婦等のまちづくりへの参加を促進 

・リーダー育成講座 

・プロボノ事業の展開 

市、市民活動団体、

事業者 

 

推進体制の整備 

項 目 内   容 主 体 

市民参画・協働推進検

討委員会 

・協働施策の推進 

・計画の進行管理 

市 

地域担当職員制度の

導入 

・地域の会議での市施策の説明及び合意形成 

・地域課題の解決に向けた地域への参画 

市 

 

 

 

     

市民活動の基盤となる「資金・情報・場所」を充実させることは、継続的に活動  

を進めていくためには重要です。 

    また、交流や相談ができる拠点や、自由に情報や意見を交換できる機会をつくる  

ことも、協働を進めるためには重要です。市民と行政は、安定した市民活動の実現   

に向けて、活動基盤の整備を行います。 

 

アクション１．人づくりと推進体制 ～学ぶ、育む～ 

アクション２．活動基盤の整備 ～支える～ 
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資金の調達 

項 目 内   容 主 体 

各種補助金等の活用

促進 

・補助金、助成金情報の提供 

・補助金申請等の事務の支援 

市 

協働委託の拡充 ・協働が効果的な事業の委託 

・コミュニティビジネス事業の実施 

市、市民活動団体、

事業者 

市民ファンド・寄付金

制度の充実 

・活動資金を市民、行政等が拠出し合うファ

ンドの創設 

市、市民活動団体、

事業者 

 

情報の共有 

項 目 内   容 主 体 

地域ＩＣＴ事業の推

進 

・タブレットを活用した相互通信による連携

強化 

市、市民活動団体 

市民活動や地域活動

の広報の充実 

・市民活動情報誌の発行 

・ホームページ等の作成依頼 

・地域情報ポータルサイトの充実 

市、市民活動団体、

事業者 

 

交流・活動の場づくり 

項 目 内   容 主 体 

活動場所の整備及び

提供 

・地域市民センター等の環境整備 

・公共施設、民間施設の活用 

市 

交流する機会の創出 ・市民活動団体、事業者、行政が集い、定期

的に情報交換等ができる機会の創出 

・分野を超えた交流会の開催 

市、市民活動団体、

事業者 

まるーむの活用 ・市民活動の相談窓口の充実 

・情報収集及び情報発信の支援 

・協働事業のコーディネート 

市 
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地域の住民は、身近な生活の場の課題や地域の資源を最も把握しており、当事者と

して自ら課題を解決し、資源を利用したまちづくりを進めることが地域にとって有効

であり大切です。そのため、区・自治会、自治振興会、各種団体やＮＰＯ等地域の多様

な主体が情報を共有して、合意形成を図りながら活動できる重層的な地域自治を構築

します。そして、地域内分権を進め、地域住民と行政の協働による自立的で持続的なま

ちづくりを推進する必要があります。 

 

区・自治会活動の推進 

項 目 内   容 主 体 

区・自治会加入の促進 ・転入者への区、自治会加入の促進 

・区、自治会未設置地域への組織化支援 

市 

区・自治会活動の支援 ・コミュニティ活動補助金、助成金の充実 

・地域担当職員制度の導入 

市 

 

自治振興会活動の推進 

項 目 内   容 主 体 

自治振興会活動の支

援 

・技術的支援及び財政的支援 

・地域担当職員制度の導入 

市 

各種活動団体の連携

強化 

・地区内での協働事業の実施 

・地区内の各種団体や活動を調整・連携する

コーディネーターの育成 

市 

地域市民センターの

指定管理の活用 

・地域市民センターをまちづくりの拠点とし

て利用 

・指定管理を自治振興会の自律的運営に活用 

市 

 

市民自治のしくみづくり 

項 目 内   容 主 体 

自治振興交付金の弾

力的な活用 

・地域の実態に合った使途を地域自らが判断

して活用できる仕組みの構築 

・地域活動に対する各種補助金を統合した効

果的・効率的な交付金の導入 

市 

市長座談会の充実 ・地域住民と市が、地区の課題や将来像につ

いて協議、提案する場の設置 

市 

市民自治に関する連

合組織の一元化 

・自治振興会と区長連合会の機能集約 市 

 

アクション３．市民自治の強化 ～築く～ 
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行政は、市民が参画・協働しやすい環境をつくり、横断的に地域課題を解決する「し 

くみづくり」を進めます。市民と行政は、協働のしくみを活用し、地域課題の解決と  

一体感のあるまちづくりを推進します。 

 

中間支援活動の体制強化 

項 目 内   容 主 体 

市民活動支援の充実 

・各種講座の開催 

・資金調達、組織づくり等の相談及び支援 

・ＳＮＳ、ＣＡＴＶ等を活用した情報発信支援 

市 

交流の促進 
・交流会、サロン等の企画運営 

・ポータルサイトの運営 

市 

協働の推進 

・協働意識の醸成 

・団体間のマッチングコーディネート 

・協働研修の企画及び運営 

市 

 

参画機会の充実 

項 目 内   容 主 体 

市民参画を進めるた

めの情報提供 

・参画機会の情報提供 

・行政情報の積極的な提供と説明 

市 

公募委員の募集 
・市政に関する各種委員会、審議会委員の積

極的な公募による選任 

市 

 

●本指針の見直しについて 

  

 本指針に掲げた取り組み内容の進捗度合により、また市職員が市民の皆さんと対話を

重ねる中で、本指針の見直しが必要になった場合は、市民参画・協働推進検討委員会での

ご意見等をふまえ見直しを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクション４．協働のしくみづくり ～つながる～ 


